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インターネットで簡単に耐震診断ができます
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地震は
いつ起こるか
分からない

南関東では今後30年以内にマグニチュード７程度の大地 震
が発生する確率が70％！！

1

地震による
大きな被害

2

2011年3月11日、日本中に大きな衝撃を与
えた東日本大震災。宮城県を中心に未曾有の
被害を出したこの地震は、首都圏にも多大な被
害をもたらしました。近年でも、年間2,000件
近くの地震が発生しており、首都直下・南海トラ
フ巨大地震などが警戒されていて、官民一体と
なった対策が急がれています。

地震予測は、さまざまなデータやネットワー
ク、技術を駆使している現在においても、「何年
何月のいつ」まで正確に予測するのは極めて困
難です。いつ、どこでも地震が起きる可能性をは
らんでいる日本。私たちはまずその危険性を正
しく認識することが必要です。

東日本大震災は19,000名以上の尊い命を
奪い、建物全壊120,000戸以上など、多大な
被害をもたらしました。この多くは津波による被
害です。最大震度6強の強い揺れを観測した首
都圏では、都内23区においてほぼすべての区で
震度5弱以上の揺れとなりました。震度6弱以
上を観測し、圏域のほぼ全域で強い揺れを観測
した大きな地震は、1923年の関東大震災以来
のことです。もし首都圏で直下型の地震が起き
たら…。

1995年1月に起きた阪神淡路大震災では
6,434人の犠牲を出し、このうち約8割が建物
倒壊などによる圧死です。首都圏ではさらに多
くの建物倒壊による死者、負傷者などの被害が
予測されています。

あなたの家は大丈夫？！
家族の命と財産を守るために。

耐 震 診 断 ・ 改 修 の ス ス メ

●日本の年間地震回数（震度別）
参考：気象庁 震度データベース　2022年1月1日～ 2022年12月31日の集計

参考：総務省消防庁ホームページ
 　　災害情報一覧

参考：総務省消防庁ホームページ
 　　災害情報一覧

写真提供：阪神・淡路大震災記念人と防災未来センター

全壊
104,906棟

一部破損
390,560棟

死者
19,759名

一部損壊
749,934棟

負傷者
6,242名

半壊
144,274棟

●阪神・淡路大震災の住家被害

●東日本大震災の被害状況

人的被害

住家被害参考：気象庁ホームページ
 　　日本付近で発生した主な被害地震
 　　（1996年以降）

1993.1
釧路沖地震

2018.4
北海道胆振東部地震

1982.3
浦河沖地震

2004.10
新潟県中越地震

2005.3
福岡県西方沖地震

南海トラフ

2000.10 鳥取県西部地震

2001.3 芸予地震
2016.4
熊本地震

1997.5
鹿児島県薩摩地方地震

1995.1
阪神・淡路大地震

1994.12
三陸はるか沖地震

1998.9
岩手県内陸北部地震 2008.7

岩手県沿岸北部地震

2003.5 宮城県沖地震

2003.7
宮城県北部地震

2011.4 宮城県沖地震

2011.4 福島県浜通り地震

2000.7
新島・神津島近海地震

1994.10
北海道東方沖地震

2008.6 岩手・宮城内陸地震

2011.3
長野県・新潟県
県境付近地震

2011.6
長野県中部地震

2009.8 駿河湾地震

2011.3 静岡県東部地震

2009.12 伊豆半島東方沖地震

2013.4
淡路島付近地震

2011.3 東北地方太平洋沖地震
　　　　（東日本大震災）

2003.9 十勝沖地震

2007.3
能登半島地震

●近年発生した
　人的被害を伴った主な被害地震

想定されている
南海トラフ地震震源域

想定されている
首都直下地震震源域

2014.11
長野県北部地震

震度4

1,281回

震度2
475回

震度3
156回

36回

震度5弱 7回 震度5強 6回
震度6弱 1回

震度1

行方不明
2,553名

全壊
122,006棟床上浸水

1,490棟

床下浸水
9,785棟

半壊
283,160棟

震度6強 1回

合計
1,963回
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もし東京に
大きな
直下地震が
襲ったら

3 4

建物の建築年代と強度には密接な関係があ
り、地震に強い建物の目安のひとつとして築年
数を知ることが大切です。
現行の建築基準法の耐震基準（新耐震基準）

地震災害を知ること。
それはあなたの住まいを守ること。

耐 震 診 断 ・ 改 修 の ス ス メ

は1981年6月から適用されています。中規模
の地震（震度5強程度）に対しては、ほとんど損
傷を生じず、大規模の地震（震度6強から震度
7程度）に対しても、人命に危害を及ぼすよう
な倒壊等の被害を生じないことを目標としてい
ます。
阪神・淡路大震災で甚大な損傷を被った建
物の多くが新耐震基準以前に建築された建物
でした。
いま大地震が来たら、あなたの住まいは大丈
夫ですか？

「平成7年阪神・淡路大震災調査委員会中間報告」（建設省）

都心南部直下地震（M7.3）が起きた場合の
主な想定被害（東京の場合）

●規模：M7.3
●発生状況：冬夕方、風速8ｍ/秒

●負傷者
93,435人

●建物被害
194,431棟
要因：揺れ・液状化等
82,199棟
要因：火災
１１２,２３２棟

●帰宅困難者
4,530,000人

●ライフラインの被害
電力施設 停電率 11.9％
通信施設 不通回線率 4.0％
ガス施設 供給停止率 24.3％
上水道施設 断水率 26.4％
下水道施設 被害率 4.0％

●避難者
2,990,000人

●死者
6,148人

1981年以前
の建物

1982年以降
の建物

無被害・
軽微
34.2％

無被害・
軽微
74.7％

小破・
中破
37.3％

小破・
中破
16.7％

大破・
倒壊
28.6％

大破・
倒壊
8.7％

参考：建設時期と地震被害状況（JR三宮駅近辺における全数調査）

被害が
多い

被害が
少ない

人口が密集し、巨大なビル群から住宅など
多くの建物が立ち並ぶ首都東京。ここにもし直
下地震が襲ったら・・・
2022年5月25日の東京都防災会議で、建

物倒壊、大火災、人的被害、ライフラインの被
害、避難者数など新たな被害想定データが発
表されました。このデータに基づく数字を現実
のものとしてとらえ、いまから万全な備えをして
いきましょう。一人ひとりの防災意識と実践が
被害を最小限度にくい止め、被災を乗り越える
力となります。

あなたの
住まいは
大丈夫？

新耐震基準旧耐震基準
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わたしたちの住まいは
大丈夫かしら？

まず耐震診断をしましょう。

耐 震 診 断 ・ 改 修 の ス ス メ

地震時における安全性の確保には、十分な
事前の備えが必要です。そのため、住まいや建
物の耐震診断を行い、耐震性を事前に確認し
ておくことが大切です。

耐震診断には、右記のとおり種類があります
（木造建物の耐震診断は異なります）。耐震性
が不足していることが判明した場合は、耐震改
修をすることが必要です。

日本の総戸数（2018年現在）は約5,360
万戸、そのうち約13％の約700万戸が耐震性
不十分です。（国土交通省ホームページ/建築：住宅・建築物

の耐震化について）

大地震に備えて耐震診断を実施し、耐震性
能が不足する建物は、補強工事を行う必要が
あります。これを耐震改修といい、工法として
耐震・制震・免震補強があります。

Q
A

そもそも
耐震改修って何？

地震に強い建物に改修することです。

Q
A

東京建設業協会では、ネット上で簡単に耐震性があるかどうかが分かる、簡易自己診断を用意いたしました。

ボ
ク
の
家
は

ど
う
か
な
？

耐震診断・改修フロー

耐震診断の種類

ホームページでは簡易自己診断が受けられ、
耐震診断費用の目安などの情報を掲載しています。

https://www.token.or.jp/taishin/
ホームページでは耐震改修工法や
工事費用の目安などの情報を掲載しています。

耐震診断費用の目安 

■鉄筋コンクリート造建物の耐震診断費用は建物の形
状・構造、診断の程度、設計図書の有無、現地調査の
有無により異なりますが、総延べ面積に対して、
1,000円/㎡～3,000円/㎡程度です。

■木造住宅の耐震診断費用は200,000円～500,000
円程度です。
　（延べ面積が120㎡程度の在来軸組工法、図面あり
の場合）

建物の強さを、柱、壁の断面積から推定する簡略検
討法です。

（低層建物でも標準的には２次診断を行います。）

耐
震
改
修
に
も

い
ろ
い
ろ
あ
る
の
ね
〜

耐震改修工法の比較

改修後の
使い勝手

使いながら
工事

コスト＊

工  期＊

： 耐震補強耐 ： 制震補強制 ： 免震補強免

耐 制 免

耐 制 免

長
い

短
い

大
変

容
易

悪
い

良
い

免 耐制

高
い

安
い免 耐制

耐震
改修工法

耐震
補強

免震
補強

制震
補強

耐震診断で
現状の耐震性が
確認できるのだ！

様々なニーズに対応した
耐震改修が可能なのだ！

次のページから
耐震・制震・
免震補強の特徴について
詳しく紹介するのだ！

1次診断　壁が多い低層建物

柱、壁、コンクリート強度、鉄筋量などから建物の強
さと粘りを推定する方法です。
鉄筋コンクリート造や鉄骨鉄筋コンクリート造の中
低層建物の診断に適しています。

２次診断　中低層建物

柱、壁、梁、コンクリート強度、鉄筋量などから建物
の強さと粘りを推定する詳細な検討方法です。高層
建物や鉄骨造建物は３次診断で行います。

３次診断　高層建物

耐震改修を行う場合には専門家に相談して、
建物の特性・状態などにより、最適な補強計画
をたてます。

転ばぬ先の杖、災害が起きる前に、地震に強
い建物に改修することが大切です。

予
備
調
査

施
工
計
画

補
強
工
事

補
強
計
画

ス
タ
ー
ト

終

　了

耐
震
診
断

（耐震性が不足の場合）

補強計画
の検討

＊工期・コストは、建物種別・補強の判断基準・施工条件等により大きな影響を受けて評価が変わります。今
回は目安として『ビル・マンションの耐震化読本（改訂5版）：東京都都市整備局』の記載内容によります。

参考：内閣府ホームページ　建築物別耐震診断費用
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地震時の振動

揺れ幅大

制震ダンパーを設置する

地盤面

…損傷しやすい箇所

揺れ幅小

建物全体の免震が可能、
敷地にゆとりがある場合は最適。

免震装置

免震層

地盤面

耐 震 診 断 ・ 改 修 の ス ス メ

マンションや一般ビルなど鉄筋コンクリート造建物の耐震補強には、「強度向上型」、「靭性向
上型」、その２つを合わせた「強度・靭性向上型」といった考え方があります。「強度向上型」は、
新たな鉄骨ブレース・耐震壁やバットレスの増設により、建物の強度を増大させる工法です。「靭
性向上型」は、柱に鉄板や炭素繊維を巻いたり柱の近くに隙間を設けて、粘り強さを向上させる
工法です。

制震補強 免震補強

木造住宅の補強

■鉄筋のブレースやフレームによる補強

■基礎の補強

■筋交いや構造用合板による補強

耐震補強
建物にダンパーなどの制震部材を組み
込み、地震の揺れを吸収する補強工法で
す。地震時に建物の振動エネルギーを吸
収して、耐震安全性の向上を図ります。

地震の揺れを吸収する積層ゴムなどの免震
装置を組み込んだ免震層を設けることにより、
地震の揺れを建物に直接伝えないようにする
補強工法です。免震層を建物と基礎の間に設
ける基礎免震や建物の途中階に設ける中間階
免震などがあります。
いずれも、居ながら工事が可能です。

木造住宅の補強は、建物基礎・壁・接合部など
の補強や屋根の軽量化などの方法があります。
開口部が多く壁の少ない住宅や、筋交いが入っ

ていない壁が多い住宅などは、地震による倒壊の
危険性が高くなります。今ある壁を強くしたり、
新しく強い壁や基礎を作り、更にそれらをバラン
ス良く配置することが必要となります。

家の外からの鉄筋ブレースや
鉄骨フレームを取付ける工法。

既設基礎が弱い場合は、
基礎を新設して補強。

筋交いや構造用合
板の設置や、柱と梁・
土台の接合部を金
物で補強。

■制震ダンパー

鉄筋コンクリート造建物の補強工法

■基礎免震

引用元：東京都耐震ポータルサイト

■後打ち壁の増設
新たな壁を鉄筋コンクリート
等で増設し耐震補強を行いま
す。建物の内部、外部を問わず
に設置できます。

■鉄骨枠組補強
柱・はりに囲まれた中に鉄骨

ブレースを増設することにより
耐震補強を行います。開口部を
残しながら耐震性能を向上させ
ることが可能です。

■外付け鉄骨補強
建物の外側に鉄骨ブレースを
増設することにより耐震補強を
行います。既設の壁やサッシュ
の解体が少なく済みます。

■バットレスの増設
耐震壁などの構造躯体を建
物の外部に増設することで耐震
改修を行います。建物周囲や敷
地に余裕がある場合に適してい
ます。

■柱巻き付け補強
既存の柱に繊維シートや鋼板

を巻きつける方法で耐震補強を
行います。マンション等、各住
戸均等に対応する場合に適して
います。

■耐震スリットの新設
鉄筋コンクリート造の既存建
物の柱の近くに隙間を設けて柱
の粘り強さを向上させます。こ
れ以外の補強工法を組み合わ
せて行うことが一般的です。
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耐 震 診 断 ・ 改 修 の ス ス メ

東京都の助成制度は、建物のある区市町村を通じて助成申請をすることとなります。
助成の条件や助成内容は各区市町村によって異なりますので、担当窓口でご確認ください。

外部作業だけで建物の耐震性
能を向上させる「セスレット工
法」を用い、居住者の転居を伴
わずに耐震化が実現できまし
た。

手続き等については、所轄の税務署・都税事務所にお問い合わせください。

耐震診断・改修するための
支援があるってほんと？

各種助成制度が整備されています。

Q
A

詳しくは、同機構のホームページをご覧ください。

●住宅金融支援機構による耐震改修工事の
　リフォーム融資もあります。

https://www.jhf. go.jp

詳しくは、東京都耐震ポータルサイトの「耐震化助成制度」等をご覧ください。
https://www.taishin.metro.tokyo.lg.jp/

●東京都には次のような助成制度があります。

■耐震補強

■制震補強

■免震補強

セスレット補強

摩擦ダンパーを使用した制震ブレース
を設置し、耐震改修工事と大規模修繕
工事を同時に施工することで、工事費
の低減だけでなく、建物の資産価値の
維持、向上が図れました。

制震ブレース設置による制震補強

バックヤードである半地下階を免震
階とすることで建物機能を低下させず
に合理的に免震化しました。工事範
囲を免震階に集中させることで、工事
中も建物機能を維持しながら、安全に工事を完了しました。

バックヤードの免震化

●木造住宅の耐震診断、改修、建替え、除却助成
●緊急輸送道路沿道建物の耐震診断、設計、改修、建替え、除却助成
●緊急輸送道路沿道建物の低利融資制度
●分譲マンションのアドバイザー派遣、耐震診断、補強設計、改修、建替え助成

●税制上の優遇措置もあります。

●所得税の控除
●固定資産税の減額

●所得税、法人税の特別償却
●固定資産税の減額住 宅 事業用

建物

●建物を使いながら施工
●同時改修（外装）
●狭あい敷地（建物越し重機作業）

階数
主用途
住戸数
設計期間
施工期間　
工事費（概算）

地上７階
共同住宅
４０戸
約２４０日間
約２７０日間
約１８３，０００千円

工夫した点

●建物を使いながら施工
●同時改修（外装、設備等）
●騒音粉じんの低減

工夫した点

●建物を使いながら施工
●同時改修（大規模修繕工事）
●騒音粉じんの低減

階数
主用途
住戸数
設計期間
施工期間　
工事費（概算）

地上１１・１０・７階
共同住宅
-
２４０日間
３００日間
６２４,０００千円

建築物の名称
建築物の所在地
敷地面積
建築面積
延べ面積
構造

ＮＴマンション
東京都世田谷区
１,５９４.７７㎡
６１７.２２㎡
３,０９９.１３㎡
鉄筋コンクリート造

内蔵鉄骨

既存建物

繊維補強
コンクリート

あと施工
アンカー

建築物の名称
建築物の所在地
敷地面積
建築面積
延べ面積
構造

Ｈハイツ
東京都板橋区
５,６１４㎡（４棟）
２,９６５㎡（４棟）
２０,７８６㎡（４棟）
鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造

階数
主用途
住戸数
設計期間
施工期間
工事費（概算）

地上７階　地下１階
事務所
-
３３０日
５００日
非公表

建築物の名称
建築物の所在地
敷地面積
建築面積
延べ面積
構造

Ａビル
東京都荒川区
１７,６００㎡
２,９７５㎡
１６,７７４㎡
鉄骨鉄筋コンクリート造

工夫した点

●具体的な耐震改修の事例

耐震化とともに外観イメージを一新するセスレット補強

居ながらでスリムな外付け制震補強

地下に積層ゴムを配置することでビル機能を低下させずに免震化

工事前

全景写真

全景写真

工事前

免震化後透視図
免震装置


